
一 はじめに───本稿の目的

平成１８年９月２６日、東京地裁より、民法７２４条後段の２０年の期間制限に関

して興味深い判決が下された。生死不明であった死亡被害者の遺体が加害者

本人によって自宅の床下に埋められ隠匿されていたため、２６年の歳月を経て

ようやく発見されたことから、死亡被害者の遺族らによる不法行為に基づく

損害賠償請求権が２０年の期間制限（除斥期間）にかかるかが問題となったが、

民法７２４条後段の２０年を除斥期間と
解する説でなぜいけないのか

－東京地判平成１８年９月２６日判例時報１９４５号６１頁（１）を機縁として－

石 松 勉＊

目 次
一 はじめに ─── 本稿の目的
二 東京地判平成１８年９月２６日の紹介
三 東京地判平成１８年９月２６日の意義
四 民法７２４条後段の２０年の期間制限の法的性質
五 民法７２４条後段の２０年の期間制限の起算点
六 民法７２４条後段の２０年の期間制限の適用制限
七 結びにかえて ─── 残された課題

＊ 福岡大学法科大学院教授

－２８３－

（１）



【１】東京地判平成１８年９月２６日判時１９４５号６１頁（以下、「【１】東京地判平

成１８年」という）は、７２４条後段の２０年の除斥期間の経過によって損害賠償

請求権は消滅していると判断したのである。

本件の場合、不法行為に基づく損害賠償請求権の行使が主観的にはもちろ

ん客観的にも困難または不可能であったにもかかわらず、２０年の除斥期間の

経過によって損害賠償請求権は消滅しているとされている。７２４条後段の２０

年の除斥期間がこのようなケースでも機械的、形式的に適用されること、そ

の結果として損害賠償請求権の行使が認められなくなることは、具体的妥当

性の点からは確かに問題というべきであろう。しかし、その一方で、除斥期

間説を捨て去り、２０年の期間制限そのものを消滅時効と解し、あるいは、そ

の起算点を後にずらす解釈を試みることにより、問題の根本的な解決につな

がるかというと、必ずしもそうではなさそうである。

そこで、本稿では、この【１】東京地判平成１８年を機縁として、あらため

て７２４条後段の２０年の期間制限をめぐる法的諸問題を検討してみることにし

たい（２）。これが本稿の目的である。本稿の構成としては、まず第一に、【１】

東京地判平成１８年を少し立ち入って紹介し（二）、次いで、その意義を確認

したうえで（三）、７２４条後段の２０年の期間制限の法的性質について検討する

とともに（四）、７２４条後段の２０年の期間制限の起算点についてこれまでの議

論を踏まえた考察を試みる（五）。そして最後に、７２４条後段の２０年の期間制

限の適用制限の問題についてその可能性を探っていく（六）。

なお、本稿の最終的な結論を先取りしていえば、７２４条後段の２０年の期間

制限の法的性質、その起算点に関しては、本判決の判断は妥当であった（致

し方なかった）といえるのに対して、信義則・権利濫用、条理などによる除

斥期間の適用制限についてはなお検討の余地が充分にあったのではないかと

考えている。それでは、さっそく本論に入ろう。
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二 東京地判平成１８年９月２６日の紹介

本稿では、民法７２４条後段の２０年の期間制限をめぐる法的諸問題を、【１】

東京地判平成１８年を機縁として検討していくことから、ここでは、若干詳し

く裁判例の紹介をおこなっておくことにしたい。

１ 事 実

本件は、訴外 A の母親である原告 X１、弟である原告 X２・X３が、被告 Y２

（東京都足立区）の設置する B 小学校に警備員として勤務していた被告 Y１

が、同じ小学校に教諭として勤務していた A を殺害したうえ、その遺体を

約２６年間自宅（以下、「本件自宅」という）の床下に隠していたとして、Y１

に対しては、民法７０９条・７１０条・７１１条の規定に基づく不法行為責任、Y２に

対しては、民法７１５条に基づく使用者責任および国家賠償法１条に基づく責

任、さらに安全配慮義務違反による債務不履行責任等に基づき、A の逸失

利益等および X らの慰謝料等の支払を求めて訴えを提起した、というもの

である。

殺害行為から遺体発見までに約２６年という歳月が経過していることから、

７２４条後段の２０年の期間制限をめぐっては、その法的性質、起算点のほか、

適用制限については信義則違反、権利濫用、正義・衡平の原理や条理、そし

て時効ないし除斥期間の停止など、さまざまな主張が X らからなされた。

そこで、これらの問題に関連すると思われる事実関係を、もう少し細かくみ

ていくことにしよう。

Y１は、昭和５３年８月１４日午後４時半ころ、B 小学校において勤務中、同じ

く同小学校に勤務していた A の首を絞めて殺害し、勤務を終えるまでその

遺体を毛布でくるんだうえロープで縛り、自己所有の乗用車のトランクに乗

せて隠し、翌１５日、その遺体を本件自宅の一階南側に位置する和室の床下に

遺棄した。そして、同月１６日、その遺体を再度ビニールシートでくるんだう
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えで縛り、本件自宅の床下に穴を掘って埋めた。

Y１は、本件殺害行為以前から平成１６年７月下旬までの間、本件自宅に妻

とともに生活していた。本件自宅の周辺は、高いブロック塀で囲まれ、その

上に有刺鉄線が張り巡らされ、監視カメラやサーチライトが設置されるなど、

人が容易に近付き難い状況を呈していたが、Y１が本件自宅にこのような工

作物等を設置したのは、本件殺害行為の後であり、さらに平成６年ころに、

本件自宅が東京都市計画事業・佐野六木地区区画整理事業の対象地に指定さ

れて以降、このような行為をエスカレートさせた。

平成６年ころ、本件自宅を含む土地が区画整理事業の対象地に指定された

ところ、Y１は用地の買収に応じることを頑なに拒んでいたが、周辺の住居

の立ち退きが進むなか、本件自宅からの立ち退きを余儀なくされた。そのた

め、Y１は、平成１６年７月下旬ころ、本件自宅から千葉県所在の土地建物に

転居するとともに、区画整理事業にともなう本件自宅の解体の際に A の遺

体が発見されることもやむなしと考え、同年８月２１日、A の殺害および隠

匿行為について警察署に出頭し自首した。翌２２日、捜索の結果、本件自宅の

床下から白骨化した遺体および A の所持品が発見され、その後の DNA 鑑

定の結果、同年９月２９日、それが A の遺骨であることが確認された。そこ

で、X らは、A の遺骨を火葬し、同年１０月９日、B 小学校の元同僚の教諭等

が中心となり通夜がおこなわれ、翌１０日、内輪だけの葬式が催された。そし

て、X らが翌年の平成１７年４月１１日に訴えを提起したのが、本件訴訟である。

なお、X２と X３は、平成１６年１０月７日、Y１に対する不法行為に基づく損害

賠償請求権を請求債権として、本件自宅の土地についての Y１の持分につき、

仮差押決定を得ている。

２ 判 旨（３）

一部認容、一部棄却。
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�１ 本件殺害行為に関する不法行為に基づく損害賠償請求権は、民法７２４

条後段所定の２０年の経過により消滅したか

「（１）被告 Y１による本件殺害行為が不法行為を構成することは論ずるまで

もないが、これに基づく損害賠償請求権は、被告 Y１が A の殺害行為を完了

した昭和５３年８月１４日を起算点として、原告らが本件仮差押えを行い被告 Y１

に対して権利行使を行った平成１６年１０月７日の時点において、既に２０年が経

過していることから、民法７２４条後段の規定により、法律上当然に消滅した

ものと言わざるを得ない。

（２）原告らは、民法７２４条後段の規定は消滅時効を定めたものであるとし、

あるいは除斥期間を定めたものであるとしても、被告らの側に信義則違反な

いし権利濫用に当たる事情がある場合には、これを援用ないし主張すること

はできないとし、あるいは正義・衡平の原理から、裁判所がこれを適用する

ことが制限されるべきであると主張し、本件においては、A を殺害した被

告 Y１自身が、その発覚を免れるために、A の遺体を本件自宅の床下に隠匿

し続けたために、原告らの権利行使が不可能であったという特別の事情があ

ることから、民法７２４条後段の規定の適用が制限ないし排除されるべきであ

ると論ずる。

（３）ア しかしながら、民法７２４条後段の２０年の期間は、被害者側の認識

の如何を問わず、一定の時の経過によって法律関係を確定させるため請求権
ママ

の存在期間を画一的に定めたものであり、除斥期間の性質を有するものであ

るから、裁判所は、当事者の主張がなくとも、除斥期間が経過している場合

は、請求権が消滅したものと判断すべきであり、除斥期間を適用することが

信義則に反するとか権利の濫用であるなどの主張は、主張自体失当となるも

のと解される（最高裁判所平成元年１２月２１日第一小法廷判決・民集４３巻１２号

２２０９頁参照）。したがって、これに反する原告らの主張は採用しない。

イ 原告らは、最高裁判所平成１０年６月１２日第二小法廷判決・民集５２巻４
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号１０８７頁に依拠して、本件において除斥期間の適用が制限されるべきである

と主張するが、同判決の事案は、不法行為の被害者が不法行為の時から２０年

を経過する前６か月内において、その不法行為を原因として心神喪失の常況

にあるにもかかわらず、法定代理人を有しなかった場合において、その後当

該被害者が後見開始の審判を受け、被害者の後見人に就職した者がその時か

ら６か月内に損害賠償請求権を行使したなど特段の客観的事情があるときは、

民法１５８条の法意に照らし、同法７２４条後段の効果は生じないとするもので

あって、その射程は限定されているものと解される。したがって、原告らが

主張するように、加害者自身の行為により権利行使が妨げられてきた場合に

は、民法７２４条後段の効果は生じないという趣旨を一般化したものというこ

とはできず、本件において、上記判例の射程は及ばないというほかはない。

（４）ア 次に、原告らは、本件殺害行為に関する除斥期間の起算点につい

て，被告 Y１の行為は、① A を殺害した行為、②遺体を自宅の床下に埋めた

行為、③遺体を埋めた土地上で生活を続けた行為からなるところ、これらの

各行為は継続した一連の不法行為であるとし、本件の除斥期間は、上記③の

行為の終了時から起算されるべきであると主張する。

当裁判所も、後述のとおり、遺体を遺棄する行為あるいは遺体を隠匿する

行為が殺害行為とは別個の不法行為を構成する余地があり、殊に、本件にお

いては、被告 Y１による遺体の隠匿行為は、継続的不法行為の性質を有し、

かつ全体として一体評価が可能であると解するものである。

しかしながら、殺害による不法行為と遺体の隠匿による不法行為とは、事

実経過としては一連のものであるとしても、両者は法益侵害の性質及び程度

を大きく異にするものであるから、一体的に評価することは困難であるし、

既に完了した重い法益侵害行為に引き続き軽い法益侵害行為が継続している

ことを理由として、前者の不法行為についての除斥期間の起算点を遅らせる

ことは、法的安定性の観点から定められた除斥期間の制限の趣旨にも反する
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ものと解される。

したがって、原告らの主張は採用することができない。

イ 原告らは、最高裁判所平成１６年４月２７日第三小法廷判決・民集５８巻４

号１０３２頁を引用して、除斥期間は、損害が顕在化した時点から進行すべきで

あるとし、本件においては、被告 Y１が A を殺害後、その遺体を隠匿してい

たため、被告 Y１が自首して遺骨が発見されて、はじめて損害が顕在化した

のであるから、その時点が除斥期間の起算点となる旨主張する。

しかしながら、上記の判例は、蓄積性の物質による健康被害や遅発性の疾

病のように、損害の性質上、加害行為が終了してから相当の期間が経過した

後に損害が発生する場合を前提とするものであるところ、本件殺害行為によ

る損害は、A の殺害時点において、既に発生しているから、上記判例には

当たらず、原則どおり、除斥期間の起算点は加害行為である本件殺害行為の

時点であると解さざるを得ない。

（５）以上からすれば、本件殺害行為に関する不法行為に基づく損害賠償請

求権は、民法７２４条後段の除斥期間の経過によって消滅したというべきであ

る。」

�２ 被告 Y１が Aの遺体を隠匿し続けた行為が、原告らに対する独立の不

法行為を構成するか

「（１）ア ……、被告 Y１は、昭和５３年８月１４日に A を殺害した後に、そ

の遺体を裸にしてロープで縛り、これを毛布に包んでロープで縛った上、さ

らにそれをビニールシートで覆ってロープで結び、本件自宅の床下に、約１．４

メートル余りの穴を掘り、A の所持品を入れたビニール袋とともに埋め、

その上にブロックで掘り炬燵を作り、遺体を隠し、その後、平成１６年７月下

旬ころまで、約２６年間にわたり、A の遺体を埋めたままの状態で、本件自

宅で生活し続けた。被告 Y１は、その間、本件自宅の周囲をブロック塀の外、

ビニール製の波トタンやアルミ製の目隠し板さらには有刺鉄線で覆うととも

－２８９－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
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に、何重にも鍵を付け、監視カメラやサーチライトを設置するなど、本件自

宅に外部から近付き難い状況を作出してきたものである。以上のとおり、被

告 Y１は、A の殺害の発覚を免れようという意図のもと、外部から A の遺体

に容易に近付けない状況とし、その遺体を自らの占有下に置いて排他的に管

理し続けてきたものということができる。このことは、畳の下から発見され

た新聞が A を殺害して約９年経過後の昭和６２年９月２日付けのものである

など、殺害後も、被告 Y１が遺体の隠匿状況を気に掛けていたことがうかが

われることからも、裏付けられるところである。

イ しかるところ、遺骨は本来遺族が故人を弔うために、遺族の下に置か

れるべきものであり、このため遺族には遺骨に対する権利が認められ、他人

に対してその引渡しを求めることができるものである。したがって、故なく

遺骨を自らの占有下に置いて、遺族から故人を弔い、偲ぶ機会を奪う行為は、

遺族が故人に対して有する敬愛・追慕の念を侵害し、精神的苦痛を与えるも

のとして、それ自体として不法行為を構成するものというべきである。

本件においては、既に述べたとおり、被告 Y１は、A を殺害後、２６年余り

の間、遺骨を自らの排他的管理下において隠匿し続けることにより、原告ら

遺族から死者を弔いその遺骨を祀る機会を奪い、その感情を侵害したのであ

るから、本件殺害行為とは別個の不法行為に当たるものと認められる。そし

て、このような被告 Y１の不法行為は、一つの意思に貫かれた等質の権利侵

害行為の継続であって、さらに損害も累積的に拡大していくものであるから、

このような態様及び損害の性質を勘案すると、全体の隠匿行為を一体的に評

価すべきものといえる。そうすると、これらの加害行為の終了時点である遺

体発見時を除斥期間の起算点とすべきであり、隠匿開始から遺体発見時まで

の全期間の権利侵害行為に対する損害賠償請求権について、未だ除斥期間の

経過によって消滅していないというべきである。

（２）ア 被告らは、被告 Y１が A の遺体を埋めた時点で遺体の遺棄行為は

－２９０－
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完了しており、たまたま遺棄した場所が自宅の床下であったにすぎず、殺害

前と同様に本件自宅において日常生活をし続けた行為は、何ら不法行為に当

たらない旨主張し、被告 Y１も、陳述書において、本件自宅の周囲にブロッ

ク塀、トタンを設置したり、有刺鉄線を設けたりしたのは、隣家とのトラブ

ルを防止するため、放火犯と思われる不審者あるいは野良猫の侵入を防ぐた

めであるなどと供述する。

しかしながら、被告 Y１の供述は、被告 Y１が本件自宅の周囲をトタン等で

覆い始めたのは、いずれも本件事件以降であること、ブロック塀やトタンに

も益して、サーチライト、監視カメラ及び有刺鉄線をも設置するのは明らか

に不自然であることに照らして、にわかに措信することができない。また、

既に認定したとおり、被告 Y１は、単に A の遺体の遺棄場所を本件自宅の床

下にしたというにとどまらず、これを自らの排他的な管理下に置く意思が明

らかにうかがわれるのであるから、自らの行為により遺族らに対する権利侵

害を継続したものとして、不法行為責任を免れないものというべきである。

したがって、被告らの主張は採用することができない。

イ 被告らは、刑法上において、死体遺棄罪は状態犯とされ、遺棄後の隠

匿行為は何ら犯罪は成立しないとし、本件における不法行為も、殺害行為及

び死体遺棄行為によって完了し、その後の隠匿状態は、何ら不法行為を構成

するものではない旨主張する。しかしながら、損害の填補を主たる目的とす

る民法上の不法行為の制度は、刑法とはその目的を異にするものであり、本

件においては不法行為規範により保護に値する遺族の利益が侵害され続けて

いることは既に述べたとおりであり、被告らの主張には理由がないものと言

わざるを得ない。

さらに、被告らは、本件の遺体の隠匿行為は、実質的には山中に死体を遺

棄する行為と変わらないにもかかわらず、本件においてのみ、かかる隠匿行

為をもって継続的な不法行為が成立し、長期間にわたって不法行為責任が問

－２９１－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
説でなぜいけないのか（石松）
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われるのは不当である旨主張する。しかしながら，当裁判所も遺体を山中に

遺棄する行為が不法行為を構成することを否定するものではないから、両者

の扱いに均衡を失することはない。仮に、所論が除斥期間の適用に差が生じ

ることを指摘するものであるとしても、本件の遺体の隠匿行為と山中に遺棄

する行為とでは、不法行為者が遺体を自らの排他的支配下に置いて隠匿行為

を継続するか否かという行為態様に差があり、これに伴い除斥期間の起算点

に違いが生じることは何ら不合理ではない。」

三 東京地判平成１８年９月２６日の意義

本判決は、【２】最判平成元年１２月２１日民集４３巻１２号２２０９頁（以下、「【２】

最判平成元年」という）に基づいて、民法７２４条後段の２０年の期間制限を除

斥期間と解するとともに、除斥期間に対する信義則・権利濫用の適用を否定

的に解した。X らからさまざまな形でなされた除斥期間の適用制限や起算点

に関する主張をことごとく退けている点で特徴的といえよう。

結論の具体的妥当性の点からは、確かに死亡被害者の遺族らには酷な判断

となっているようにみえる。しかし、７２４条後段の２０年の期間制限の制度趣

旨からは、いちおう理論的整合性を保った判断だったと評することもできな

くはない（４）。

また、その一方で、Y１が A の遺体を隠匿し続けた行為を X らに対する独

立の継続的不法行為と捉えるとともに、これに基づく損害賠償請求権の除斥

期間の起算点については、遺体を自らの排他的支配下に置いて隠匿していた

という行為態様を重視して、その起算点をこの継続的不法行為の終了時点で

ある遺体発見時と解し、損害賠償請求権はいまだ消滅していないとした点は

特徴的であり、意義深い判断だったといってよかろう（５）。

－２９２－
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四 民法７２４条後段の２０年の期間制限の法的性質

それではまず、【１】東京地判平成１８年を素材として、民法７２４条後段の２０

年の期間制限の法的性質から検討に入ることにしよう。

７２４条後段の２０年の期間制限を除斥期間と解する見解は、判例上において

は【２】最判平成元年によって最高裁としてはじめて採用されたものである。

その後に消滅時効説をとる裁判例はみあたらない（６）。除斥期間説のとるとこ

ろは、【１】東京地判平成１８年も、「民法７２４条後段の２０年の期間制限の期間

は、被害者側の認識の如何を問わず、一定の時の経過によって法律関係を確

定させるため画一的に定めたものであり、除斥期間の性質を有するものであ

る」と簡潔に説示しているが、結局のところ、「民法７２４条後段の規定は、不

法行為によって発生した損害賠償請求権の除斥期間と解するのが相当である。
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と解するのが相当であるからである」（傍点－筆

者）という【２】最判平成元年の判旨に尽きるものと思われる。除斥期間説

は、「不法行為をめぐる法律関係の速やかな確定」、つまりは前段にともなう

浮動性の排除と当事者による法律関係確定の困難性除去の二点に決定的な根

拠を求めているといえよう。したがって、ここでの問題は、この決定的メル

クマールがいかなる場合においても妥当し、堅持されなければならないかと

いう点であったはずである。

【１】東京地判平成１８年は、以上のような７２４条後段の制度趣旨から、主

－２９３－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
説でなぜいけないのか（石松）
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観的にはもちろん、たとえ客観的な権利行使可能性が認められないとしても、

一定の時の経過によって損害賠償請求権は消滅すると判断したことになる。

しかし、このように７２４条後段の２０年の期間制限の制度趣旨に沿って機械的、

形式的に判断するとしても、客観的利益衡量の見地から、具体的に妥当な結

論が導き出されているかどうかが問題となりうる場合はあろう。そこで、除

斥期間説の立場に立っても、信義則・権利濫用や条理、衡平の観念から、こ

のような場合にも７２４条後段の２０年の期間制限をそのまま適用してかまわな

いかどうかを検討する必要があるわけである。

他方、後に検討することになるが、除斥期間説の立場から、除斥期間の適

用制限を認めた東京予防接種禍訴訟最高裁判決の【３】最判平成１０年６月１２

日民集５２巻４号１０８７頁（以下、「【３】最判平成１０年（東京予防接種禍訴訟）」

という）や、除斥期間の起算点を柔軟に解した筑豊じん肺訴訟最高裁判決の

【４】最判平成１６年４月２７日民集５８巻４号１０３２頁（以下、「【４】最判平成１６

年（筑豊じん肺訴訟）」という）、水俣病関西訴訟最高裁判決の【５】最判平

成１６年１０月１５日民集５８巻７号１８０２頁（以下、「【５】最判平成１６年（水俣病関

西訴訟）」という）、B 型肝炎訴訟最高裁判決の【６】最判平成１８年６月１６日

民集６０巻５号１９９７頁（以下、「【６】最判平成１８年（B 型肝炎訴訟）」という）

なども、２０年の期間制限の趣旨からみてきわめて妥当な解釈論を展開したも

のと評されている。

ところが、以上のような状況にあって、７２４条後段の２０年の期間制限を消

滅時効と解し（７）、あるいはその起算点を柔軟に解釈すべきという見解が現在

有力に主張されていることは、周知のとおりである。除斥期間の適用制限を

考えたり、除斥期間の起算点を本来的趣旨に反してまで後にずらす解釈操作

をおこなうくらいならば７２４条後段の２０年の期間制限を消滅時効と解すべき

ではないかという主張がそれである（８）。

そこで、【１】東京地判平成１８年における除斥期間の適用制限の問題を検

－２９４－

（１２）



討する前に、法的性質論をめぐるこの根本的な対立からあらためて検討して

おく必要があろう。そこで、以下では、７２４条後段の２０年の期間制限の法的

性質をどのように解するかによってその存在理由・正当化根拠はいったいど

うなるのかという視点から、この問題を考察することにしたい。なお、私見

についてはすでに踏み込んだ検討を試みたことがあるので、ここではその要

旨を簡単に確認しながら考察を進めていく（９）。

二重期間の規定を置く民法７２４条の構造上、その前段の３年の短期期間制

限（消滅時効）においては、被害者側からの損害賠償請求を３年で時間的に

限定することにより加害者側がいつまでも損害賠償の請求を受けるという不

安定状態を除去して加害者側の利益を図る一方、しかし、その起算点を「損

害及び加害者を知った時から」と被害者側の主観的認識にかからしめること

により被害者側に権利行使の機会がない間に損害賠償請求権が消滅すること

のないように被害者側の利益にも配慮して、加害者側・被害者側双方の利益

要素の調整が図られているといえる。

これに対して、後段の２０年の長期期間制限（除斥期間）においては、その

起算点を「不法行為の時」と規定することにより期間の進行開始を被害者側

の主観的認識にかからしめるという前段の被害者側の利益要素を後退させる

代わりに、長期２０年の期間を置くことによって、実際にはこの期間内に損害

が発生することがほとんどであると考えられるし、また、場合によっては損

害未発生のために現実には権利行使の機会がないにもかかわらず損害賠償請

求権が消滅するということがありうるかもしれないが、しかし、抽
�

象
�

的
�

、一
�

般
�

的
�

な
�

権
�

利
�

行
�

使
�

可
�

能
�

性
�

はいちおう確保する（１０）という被害者側の利益要素に

もなお配慮しながら、浮動性の排除および当事者による法律関係確定の困難

性除去の観点から、加害者側・被害者側双方の利益要素の調整が図られてい

る、と解することができるわけである（１１）。

したがって、そのうえさらに被害者の保護・救済の見地から被害者側の利

－２９５－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
説でなぜいけないのか（石松）
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益要素に重きを置くとすれば、前段の３年の短期期間制限にともなう浮動性

の排除および当事者による法律関係確定の困難性除去といった、後段の２０年

の長期期間制限が本来的に持っている機能をいかに捉え直すのかということ

に対する積極的な説明があらためて問われることになるのではないかと考え

られる。

さらに、消滅時効説は比較法的な沿革を含む立法の経緯をしばしば引証さ

れる（１２）が、しかし、前述した本来的機能との関連で消滅時効説をとった場

合における趣旨がそれと整合的であるかどうかについてまでは、実はあまり

立ち入った検討がなされていないように思われる。すなわち、消滅時効と解

したとしても、２０年の時の経過によって被害者が結果的に損害賠償請求の途

を閉ざされることになる場合は当然ありうるわけであり、まさにそのような

場合における消滅時効の趣旨・機能の説明こそがこの場面で積極的に要請さ

れているのに、除斥期間説によればその結論がきわめて不当になる（１３）とし

てこの点を強調する反面、消滅時効説自身は、この点に関する説得的な説明

をおこなってこなかったきらいがあるように思われる。被害者の保護・救済

の見地から期間の経過を極力回避する解釈論として消滅時効説が展開されて

きたとはいえ、消滅時効説もこの２０年を、時の経過により終局的には損害賠

償請求権の消滅という効果をもたらす法定の期間制限とされる以上は、この

場面に対する積極的な説明が除斥期間説の場合と同様に要請されているとい

えるからである。

また、消滅時効説においてさらに問題となりうるのが、消滅時効説の立場

に立った場合にその消滅時効の存在理由・正当化根拠をいったいどこに求め

るのかという点である。浮動性の排除等にその法的根拠を求める（１４）として

も、消滅時効と解される以上は、消滅時効固有の正当化根拠があるはずであ

る。しかし、このあたりになると消滅時効説は非常に不明確である。なぜな

ら、被害者の保護・救済のために消滅時効と主張しながら、時効期間の経過

－２９６－

（１４）



によって一転、法律関係の迅速（？）かつ画一的な確定の要請を強調するの

は論理的一貫性の点で問題があるように思われるからである。そこで、消滅

時効固有の正当化根拠とはいったい何かについて検討してみる必要があるわ

けである。

第一に、消滅時効説に立った場合に、長期間にわたって継続している事実

状態を前提として、これを信頼して築き上げられた法律関係や社会秩序の安

定を図るためという正当化根拠がまず考えられよう。しかし、そもそも本来

無関係な者同士の間で個人的な争いが問題となる不法行為に基づく損害賠償

の請求の場面で、第一次的に社会秩序の安定が正当化根拠となりうるとは考

えにくい。また、長期間継続した事実状態のうえに築き上げられた法律関係

の安定という点に関しても、加害者が長期間にわたって被害者から損害賠償

の請求がなされない状態を捉えて、加害者はもはや損害賠償の請求を受ける

ことはないものと信頼したとしても、はたしてこのような信頼に法的保護を

与えることが当該期間制限の正当化根拠となりうるだろうか。加害者が被害

者の権利行使の可能性を認識しながら、被害者が損害賠償の請求をおこなわ

ないことに対して加害者が信頼を抱くこと自体、そもそも現実にありうるの

かどうか疑問であるうえ、もしかりにそのような信頼が現実に形成されたと

しても、加害者のこのような信頼は法的保護には値しないように思われる。

というのも、このような元来無関係な者同士の間で偶発的に債権債務関係が

発生する不法行為の場面で加害者の信頼保護の観点を前面に打ち出す考え方

は、損害の公平な分担（損害の填補）や将来の不法行為の抑止といった不法

行為損害賠償制度の本来的趣旨からは大きく隔たるものといわなければなら

ないからである。

そこで第二に、長期間存続した事実状態は真の権利関係と合致する蓋然性

が高いので、当該期間制限によって過去の事実の立証困難を救済するためと

いう正当化根拠はどうだろうか。すでに賠償義務を履行した加害者（賠償義

－２９７－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
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務者）が長期間の経過により履行の反証資料を散逸してしまい、その後のあ

りうるかもしれない被害者による損害賠償請求に対抗しえなくなることから、

加害者のこのような立証の困難を救済するため、つまりは二重弁済の危険か

ら加害者を解放するために当該期間制限が存在していると考えることも理論

的にはいちおう可能であろう。しかし、加害者（賠償義務者）が自己の賠償

債務の存在を前提としてこれを履行するようなケースが圧倒的多数を占める

のであればともかく、不法行為をめぐる紛争の場面では元来無関係な者同士

の間で偶発的に債権債務関係が発生するという特殊性から判断すると、当該

期間制限を第一次的に賠償義務者をこのような二重弁済の危険から解放する

ためのものと理解することには無理があるように思われる。なぜなら、そも

そも７２４条後段の２０年の期間制限について問われている存在理由・正当化根

拠は、まさに加害者からの賠償がない場合に、本来、加害者からの賠償によ

り損害を填補されるべきはずの被害者が、期間の経過によってその填補が得

られなくなることに対する積極的な理由づけのはずだったからである。そう

だとすると、このような消滅時効の存在理由・正当化根拠もこの場面では妥

当しえないということになろう。そのせいもあってか、確かに消滅時効説も、

存在理由・正当化根拠として、二重弁済の危険や加害者の側からの立証困難

の救済の点に関する説明を明確におこなっているわけではないようである。

それでは、翻って、もしかりに当該期間制限の存在意義を、被害者が長期

間の経過により過去の不法行為の事実を立証することが困難となるのでこれ

を除去するためという点に求めたとすれば、どうだろうか。しかし、そうす

ると今度は、当該期間制限の完成により不利益を受ける側の被害者（債権

者）のために機能する消滅時効ということになり、結局のところ、消滅時効

説の説く制度趣旨とは整合的でなく、奇妙といわざるをえない。こうして、

存在理由・正当化根拠に関してこれらの点を踏まえた説得的な説明がつかな

い消滅時効説には疑問が残るわけである（１５）。

－２９８－
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第三に、それでは「権利の上に眠る者は保護に値しない」という点はどう

だろうか。この正当化根拠は、起算点に関して被害者の主観的認識を前提と

する前段の３年の短期期間制限に関してはいえても、後段の２０年の長期期間

制限の正当化根拠として不適切であることは、前述したところからも明らか

であり、多言を要しないであろう。

もっとも、だからこそ消滅時効説は起算点に関して客観的な権利行使可能

性や損害発生に対する具体的、現実的認識可能性といった視点からの解釈論

を展開されるのであろうが、もしそうだとしても、２０年という期間はあまり

にも長期であり、権利不行使への非難性という権利者の懈怠の視点からこの

２０年の期間制限を説明するのには無理があるといわなければなるまい（１６）。

このようにみてくると、消滅時効説は、本来、期間の経過により債務者

（加害者）が損害賠償責任を免れる、逆からいえば、期間の経過により債権

者（被害者）の損害賠償請求の途が断ち切られる機能を果たしているはずの

２０年の期間制限について、被害者の保護・救済の見地からその法律効果の発

生を極力回避する方向で個別、具体的な問題、とりわけ起算点の問題や信義

則・権利濫用の適用可能性の問題を解決しようとする結果、最も問われてい

るはずのこの存在理由・正当化根拠の点については実はあまり説得的な理由

づけをおこなわないできているといわざるをえないのである。

こうして、消滅時効説においては以上のような根本的疑問が解消されない

以上、前述の期間制限の制度趣旨が妥当しない特殊例外的な場合に限って除

斥期間の適用制限や起算点の柔軟な解釈を考えれば足りるとする除斥期間説

が基本的に妥当と考えられるわけである（１７）。

さて、そこで、【１】東京地判平成１８年の具体的な検討に戻ろう。とはい

え、先にも述べたように、もしかりに７２４条後段の２０年の期間制限を消滅時

効と解したとして、本件の具体的な問題処理に重大な影響を与えただろうか。

本件の場合、Y１による A の殺害行為から２６年が経過した後に X らは損害賠

－２９９－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
説でなぜいけないのか（石松）
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償請求権を行使している。このようなケースにおいては、適用制限や起算点

の問題を除けば、後段の２０年の期間制限を消滅時効と解したからといって結

論が変わるわけではない。消滅時効説は除斥期間説に立つことにともなう結

果の過酷さをいうが、本件のようなケースにおいて消滅時効説をとろうと除

斥期間説をとろうと基本的には何ら変わらないのである。

五 民法７２４条後段の２０年の期間制限の起算点

それでは次に、起算点の問題に移ろう。

７２４条後段の２０年の期間制限の法的性質の問題と起算点の問題が密接な関

係にあることはいうまでもない。しかし、たとえ法的性質を除斥期間と解し

たからといって、その起算点が論理必然的に一義的に定まるというものでは

ない。もちろん除斥期間と解されることから、その制度趣旨あるいは正当化

根拠からの演繹的な解釈により起算点に関する原則を確認することはいちお

う可能であろう。しかし、起算点に関する原則がまったく例外の認められな

い原則というわけではないことは、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）、

【５】最判平成１６年（水俣病関西訴訟）、【６】最判平成１８年（B 型肝炎訴訟）

が判示しているとおりである。したがって、重要なことは、このような原則・

例外の関係あるいは二元的構成を２０年の期間制限の法的性質、わけてもその

制度趣旨・正当化根拠との関連で整合的に説明することができるかというこ

とではなかろうか（１８）。

さて、【１】東京地判平成１８年では、A を殺害するという加害行為は昭和

５３年８月１４日になされその時点で殺害行為という不法行為は完了している。

このことから、当該不法行為に基づく損害賠償請求権の除斥期間の起算点も

この時点、すなわち昭和５３年８月１４日と解される。その結果、２０年の除斥期

間の経過が認められている。これはどのように評価したらよいだろうか。そ

－３００－
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こで、まず２０年の除斥期間の起算点に関する近時の理論状況をみて、その後

でこの点につき検討を加えることにしよう。

消滅時効説＝損害発生時説の主唱者のお一人である松本克美教授は、【４】

最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）、【５】最判平成１６年（水俣病関西訴訟）、【６】

最判平成１８年（B 型肝炎訴訟）などを検討された結果、「不法行為の時」と

定める７２４条後段の２０年の期間制限の起算点には損害の発生が一般的に要求

されており、そうするとその損害発生の時とは損害の顕在化した時、すなわ

ち損害が客観的に認識可能となった時であると解され、その前提として独自

の損害概念を提唱されている。

すなわち、松本教授は、加害行為時から長期間経過して損害が顕在化する

タイプの被害を『後発顕在型不法行為』と称され、これを、A〈潜在進行型

不法行為〉、B〈遅発型不法行為〉、C〈隠蔽型不法行為〉、D〈潜在非隠蔽型

不法行為〉の四つのタイプに分類され（１９）、A〈潜在進行型不法行為〉に属す

る【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）、B〈遅発型不法行為〉に属する

【５】最判平成１６年（水俣病関西訴訟）や【６】最判平成１８年（B 型肝炎訴

訟）で展開された起算点論を、C〈隠蔽型不法行為〉に属する【１】東京地

判平成１８年や D〈潜在非隠蔽型不法行為〉に属する【７】東京地判平成１７年

５月２７日判時１９１７号７０頁（２０）（以下、「【７】東京地判平成１７年」という）に対

しても妥当させるべきであったと主張されている（２１）。そして、その際に、

独自の損害理解を前提にされているが、それは要するに、【４】最判平成１６

年（筑豊じん肺訴訟）、【５】最判平成１６年（水俣病関西訴訟）、【６】最判平

成１８年（B 型肝炎訴訟）の検討により、７２４条後段の「不法行為の時」は損

害の発生時と捉えられること、つまりは「当
�
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損
�
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て、事実上の損害発生時ではなく、すぐれて法解釈論的な法概念としての損

害発生時（２２）」（傍点－原文）であると解されている点に尽きよう。
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しかし、そもそも、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）、【５】最判平

成１６年（水俣病関西訴訟）、【６】最判平成１８年（B 型肝炎訴訟）が損害の全

部または一部の発生をいい、損害の顕在化をいうとき、そこから、事実上の

損害の発生を超えて損害賠償請求権の行使の客観的な権利行使可能性の観点

から捉えた損害の客観的認識可能性までを措定しうるほどの含意を読みとる

ことがはたして可能かは非常に疑問である。以下、この点を各裁判例をなが

めながら検証してみよう。

まず、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）は、７２４条後段の２０年の除斥

期間の起算点について、「身
�
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�
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�
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�
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に
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、加害行為が終了してから

相当の期間が経過した後に損害が発生する場合には、当該損害の全部又は一

部が発生した時が除斥期間の起算点となると解すべきである。なぜなら、こ

のような場合に損害の発生を待たずに除斥期間の進行を認めることは、被害

者にとって著しく酷であるし、また、加害者としても、自己の行為により生

じ得る損害の性質からみて、相当の期間が経過した後に被害者が現れて、損

害賠償の請求を受けることを予期すべきであると考えられるからである」

（傍点－筆者）と判示している。そこでは、確かに損害の発生あるいは損害

の顕在化（２３）が起算点として要求されてはいるが、しかし、さらにそれに基

づく損害賠償請求権の客観的行使可能性を前提とした損害の客観的認識可能

性までを想定しているとはたしていえるだろうか。

松本教授は、上記判旨部分のうち、とくに「当該損害の全部又は一部が発

生した時」の箇所に力点を置いて７２４条後段の２０年の起算点を損害の客観的

認識可能時と解されているようである（２４）が、後に検討する【５】最判平成

１６年（水俣病関西訴訟）や【６】最判平成１８年（B 型肝炎訴訟）もそうであ

るように、潜伏性・蓄積性・遅発性のある人身損害を発生させる特殊な不法

－３０２－

（２０）



行為の場合においては、「当
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」（傍点

－筆者）、７２４条後段の２０年の起算点を事実上加害行為のなされた時と解すべ

き合理性が乏しいことから、この点をとくに重視して例外的に「当該損害の

全部又は一部が発生した時」と解した（２５）までであって、さらに損害の客観

的認識可能性までを想定してこの部分を判示したわけではないと解するのが

素直な読み方ではなかろうか。

そもそも、前節四において確認したように、７２４条後段の２０年の期間制限

は、その起算点を「不法行為の時」と規定することにより期間の進行を被害

者側の主観的認識にかからしめるという前段の被害者側の利益要素を後退さ

せる代わりに、長期２０年の期間を置くことによって、実際にはこの期間内に

損害が発生することがほとんどであると考えられるし、また、場合によって

は損害未発生のために現実には権利行使の機会がないにもかかわらず損害賠

償請求権が消滅する、すなわち損害賠償請求権を行使することができないと

いうことがありうるかもしれないが、抽
�

象
�

的
�

、一
�

般
�

的
�

な
�

権
�

利
�

行
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ちおう確保している、つまりこの期間内に損害賠償請求権の発生ないし行使

を想定したとしても著しく不合理とまではいえないのではないかという趣旨

から被害者側の利益要素にもなお配慮して、加害者側・被害者側双方の利益

要素の調整を図っていると評しえた。そうだとすると、とくに潜伏性・蓄積

性・遅発性のある人身損害を発生させる特殊な不法行為の場合には例外的に、

損害の客観的認識可能性までは含意しない、その意味では、まさしく事実上

の損害の発生あるいは事実上の損害の顕在化のみが考えられているとみるほ

うが、判例のとる除斥期間説の本来的趣旨に最も整合的な理解といえるので

はなかろうか（２６）。

また、松本教授は、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）の上記判示部

分の「なぜなら」以下、あるいは、その原審判決の「損害が顕在化した場合」

の表現が含まれる部分を捉えて、権利行使可能性を前提とした損害の客観的

－３０３－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
説でなぜいけないのか（石松）
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認識可能性と解する有力な根拠にされているようである（２７）。しかし、その

部分もまた、潜伏性・蓄積性・遅発性のある人身損害を発生させる特殊な不

法行為の場合に、起算点を不法行為が事実上なされた加害行為時と解するこ

とにともなう不都合を指摘するために判示されたものと解され、そうだとす

れば、前述のように解することこそ、除斥期間説に立つ【４】最判平成１６年

（筑豊じん肺訴訟）の起算点理解としては最も妥当というべきであろう。解

釈論としてはともかく、消滅時効説から指摘されるような、損害賠償請求権

の客観的行使可能性を前提とした損害の客観的認識可能性（２８）を、その部分

から導き出そうとされることにはかなり無理があるといわなければならな

い（２９）。

さらに、松本教授は、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）およびその

原審判決の判示部分から、損害の発生あるいは損害の顕在化を、権利行使可

能性を前提とした損害の客観的認識可能性と解しうる理由として、損害の発

生時を損害が事実上顕在化した時と解したとしても、たとえば、じん肺症の

場合に何らかの症状が自覚しえたような時にはその時点が起算点と解される

はずであるが、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）はその時点ではなく

行政上の管理区分決定時を起算点としている点を取り上げ、損害に対する客

観的認識可能性を前提にしていると指摘される（３０）。しかし、医学的な知見

から、体内に潜在化していた損害が顕在化したり、じん肺の症状が自覚され

たりしたことを捉えて、損害に対する客観的認識可能性をいうことはできて

も、ここでは、不法行為に基づく損害賠償請求権の２０年の期間制限の進行開

始の局面で何をもって損害が発生したとみるべきかというきわめて実践的な

法の解釈が当該期間制限の趣旨と関連して問題となっているのである。そう

だとすると、７２４条前段の３年の期間制限とは明らかに異なり、主観的認識

可能性はもちろん客観的認識可能性をも前提としない損
�

害
�

そ
�

の
�

も
�

の
�

の
�

発
�

生
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が

特殊例外的な場合に限って要請されているとみるほうが合理的ではなかろう
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か。したがって、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）の起算点を松本教

授のように解することは妥当でないように思われる。そもそも、じん肺のよ

うに潜伏性・蓄積性・遅発性のある損害を発生させる特殊な不法行為の場合

においては、その起算点を事実上加害行為のなされた時と解すべき合理性が

乏しいことから、「当該不法行為により発生する損害の性質」をとくに重視

して例外的に、事実上「当該損害の全部又は一部が発生した時」として行政

上の管理区分決定時が採用されたにすぎない。そして、それの意味するとこ

ろは、じん肺症という損害の発生あるいは損害の顕在化を最も客観的かつ明

確な形で確認ないし判定しうる時点という趣旨で述べられているのに尽きる

のであって、損害の客観的認識可能性までを想定して行政上の管理区分決定

時が採用されたわけではないとみるべきであろう。

なお、松本教授は、以上の論理を展開される際に、【４】最判平成１６年（筑

豊じん肺訴訟）の原審判決につき、「『不法行為ノ時』とは、『不法行為の構

成要件が充足されたとき』、すなわち、『加害行為があり、それによる損害が、

客
�

観
�

的
�

に
�

（被
�

害
�

者
�

の
�

認
�

識
�

に
�

関
�

係
�

な
�

く
�

）一部でも発生したとき』と解するべき

である」（傍点－筆者）と判示している部分を引用された後に、原文では相

前後する部分をその後に引用されている（３１）。しかし、原審判決を原文の順

序どおりに読む限り、じん肺被害の場合に加害行為時説をとると、加害行為

後長期間が経過してはじめて損害が顕在化した場合には、被害者の救済に悖

り、極端な場合には損害が発生する以前に除斥期間が満了するという不都合

が生じかねないことから、この場合には加害行為時説はとれないという文章

構成をしているのであって、このことから逆に、損害が顕在化し損害の客観

的認識可能性のあるような場合までを含めて７２４条後段にいう「不法行為の

時」とみていると理解するのには無理があるように思われる（３２）。繰り返し

になるが、先に引用した文章に続いて「…『加害行為があり、それによる損

害が、客
�

観
�

的
�

に
�

（被
�

害
�

者
�

の
�

認
�

識
�

に
�

関
�

係
�

な
�

く
�

）一部でも発生したとき』…」（傍

－３０５－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
説でなぜいけないのか（石松）

（２３）



点－筆者）と判示されているにすぎないのである。このように損害の認識可

能性を前提とした議論とは明らかに異なる内容の文章がその後に述べられて

いるにもかかわらず、このように文章構成を変更してまで松本教授のような

裁判例理解をすることがはたして許されるのかは、非常に疑問である。

最後に、松本教授は、【１】東京地判平成１８年や【７】東京地判平成１７年

の２０年の起算点についてもその問題性を指摘される。しかし、これらの下級

審裁判例も、損害の客観的認識可能性がなくても不法行為が現実になされた

加害行為の時に損害は発生し顕在化していると解してその時点を起算点とす

る原則的起算点論を採用している点で、損害賠償請求権の客観的行使可能性

を前提とした損害の客観的認識可能性までを含意するものではなく、あくま

で事実上の損害の発生あるいは損害の顕在化をいっているという意味におい

て、上記最高裁判例に共通した起算点理解をしているといえる。したがって、

【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）、【５】最判平成１６年（水俣病関西訴

訟）、【６】最判平成１８年（B 型肝炎訴訟）の解釈論から、【１】東京地判平

成１８年や【７】東京地判平成１７年の起算点論を批判される点（３３）もまたあた

らないというべきであろう。

それでは、次に【５】最判平成１６年（水俣病関西訴訟）はどうだろうか。

【５】最判平成１６年（水俣病関西訴訟）も、【４】最判平成１６年（筑豊じ

ん肺訴訟）と同様の見解を展開したうえで、「上記見解に立って本件をみる

と、本件患者のそれぞれが水俣湾周辺地域から他の地域へ転居した時点が各

自についての加害行為の終了した時点であるが、水
�

俣
�

病
�

患
�

者
�

の
�

中
�

に
�

は
�

、潜
�

伏
�

期
�

間
�

の
�

あ
�

る
�

い
�

わ
�

ゆ
�

る
�

遅
�

発
�

性
�

水
�

俣
�

病
�

が
�

存
�

在
�

す
�

る
�

こ
�

と
�

、遅
�

発
�

性
�

水
�

俣
�

病
�

の
�

患
�

者
�

に
�

お
�

い
�

て
�

は
�

、水
�

俣
�

湾
�

又
�

は
�

そ
�

の
�

周
�

辺
�

海
�

域
�

の
�

魚
�

介
�

類
�

の
�

摂
�

取
�

を
�

中
�

止
�

し
�

て
�

か
�

ら
�

四
�

年
�

以
�

内
�

に
�

水
�

俣
�

病
�

の
�

症
�

状
�

が
�

客
�

観
�

的
�

に
�

現
�

れ
�

る
�

こ
�

と
�

な
�

ど
�

、原
�

審
�

の
�

認
�

定
�

し
�

た
�

事
�

実
�

関
�

係
�

の
�

下
�

で
�

は
�

、

上
�

記
�

転
�

居
�

か
�

ら
�

遅
�

く
�

と
�

も
�

四
�

年
�

を
�

経
�

過
�

し
�

た
�

時
�

点
�

が
�

本
�

件
�

に
�

お
�

け
�

る
�

除
�

斥
�

期
�

間
�

の
�

起
�

算
�

点
�

と
�

な
�

る
�

とした原審の判断も、是認し得るものということができる」（傍点－

－３０６－

（２４）



筆者）と判示している。

この【５】最判平成１６年（水俣病関西訴訟）についても、松本教授は、最

高裁判決が是認した控訴審判決（３４）、さらに第一審判決（３５）にまでさかのぼり、

除斥期間の起算点を、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）と同様の、被

害者における損害の発生に対する客観的認識時と評されている（３６）。しかし、

この点についてもやはり疑問がないわけではない。【５】最判平成１６年（水

俣病関西訴訟）が第一審判決以来一貫して採用している除斥期間の起算点論

は、松本教授も引用されるように、第一審判決の次の判旨部分である。すな

わち、「潜伏期間のある病気に罹患することが不法行為の損害の内容である

場合には、潜伏期間の間は、客観的にも損害が発生していないというべきで

あるから、加害行為の止んだ時から除斥期間が進行すると解するのは妥当で

ない。…本
�

件
�

は
�

、加
�

害
�

行
�

為
�

の
�

止
�

ん
�

だ
�

時
�

か
�

ら
�

時
�

間
�

が
�

経
�

過
�

し
�

た
�

後
�

に
�

損
�

害
�

が
�

発
�

生
�

す
�

る
�

場
�

合
�

で
�

あ
�

る
�

可
�

能
�

性
�

が
�

あ
�

る
�

。ま
�

た
�

、被
�

害
�

者
�

が
�

損
�

害
�

を
�

認
�

識
�

し
�

た
�

時
�

に
�

は
�

、既
�

に
�

客
�

観
�

的
�

に
�

損
�

害
�

の
�

一
�

部
�

が
�

発
�

生
�

し
�

て
�

い
�

る
�

の
�

で
�

あ
�

り
�

、客
�

観
�

的
�

に
�

損
�

害
�

の
�

一
�

部
�

で
�

も
�

発
�

生
�

し
�

た
�

最
�

初
�

の
�

時
�

点
�

は
�

、被
�

害
�

者
�

の
�

認
�

識
�

時
�

以
�

前
�

で
�

あ
�

る
�

と考えられる。そこで、このよ

うな場合には、加
�

害
�

行
�

為
�

の
�

止
�

ん
�

だ
�

時
�

点
�

か
�

ら
�

、医
�

学
�

上
�

考
�

え
�

ら
�

れ
�

る
�

潜
�

伏
�

期
�

間
�

を
�

経
�

た
�

時
�

点
�

以
�

後
�

に
�

、た
�

と
�

え
�

、被
�

害
�

者
�

が
�

損
�

害
�

を
�

認
�

識
�

し
�

て
�

い
�

な
�

く
�

て
�

も
�

、除
�

斥
�

期
�

間
�

が
�

進
�

行
�

す
�

る
�

と解すべきである」としたうえで、「…仮に、本件患者らが遅発性水

俣病であったとしても、水俣湾周辺地域からの転居、すなわち、水俣湾内の

魚介類の摂取中止から、遅
�

く
�

と
�

も
�

四
�

年
�

を
�

経
�

過
�

し
�

た
�

時
�

点
�

以
�

後
�

に
�

は
�

、客
�

観
�

的
�

に
�

最
�

初
�

の
�

損
�

害
�

が
�

発
�

生
�

し
�

て
�

い
�

た
�

と
�

推
�

認
�

さ
�

れ
�

る
�

から、その時点を除斥期間の起算点と

考えるべきである」（傍点－筆者）。

第一審判決は、被害者が損害を認識していなくても、除斥期間が進行する

ことはあっても、遅発性のある人身損害の性質上、さすがにその損害すら客

観的にも発生していない場合にまでこれを認めるわけにはいかないという趣

旨から、潜伏期間の経過後に生じうる客観的な損害の発生をいうために、以

－３０７－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
説でなぜいけないのか（石松）

（２５）



上のように判示したものと思われる（３７）。その意味において、除斥期間説の

いう抽
�

象
�

的
�

、一
�

般
�

的
�

な
�

権
�

利
�

行
�

使
�

可
�

能
�

性
�

の存在はなお堅持されているというこ

とができよう（３８）。このようにみることが、先にも検討した除斥期間説の趣

旨に最も整合的な理解といえるであろう。第一審判決は、「加
�

害
�

行
�

為
�

の
�

止
�

ん
�

だ
�

時
�

点
�

か
�

ら
�

、医
�

学
�

上
�

考
�

え
�

ら
�

れ
�

る
�

潜
�

伏
�

期
�

間
�

を
�

経
�

た
�

時
�

点
�

以
�

後
�

に
�

、た
�

と
�

え
�

、被
�

害
�

者
�

が
�

損
�

害
�

を
�

認
�

識
�

し
�

て
�

い
�

な
�

く
�

て
�

も
�

、除
�

斥
�

期
�

間
�

が
�

進
�

行
�

す
�

る
�

」、「遅
�

く
�

と
�

も
�

四
�

年
�

を
�

経
�

過
�

し
�

た
�

時
�

点
�

以
�

後
�

に
�

は
�

、客
�

観
�

的
�

に
�

最
�

初
�

の
�

損
�

害
�

が
�

発
�

生
�

し
�

て
�

い
�

た
�

と
�

推
�

認
�

さ
�

れ
�

る
�

」（傍

点－筆者）と明確に判示しており、被害者が客観的に認識可能な損害が発生

したことまでを要求してはいない。これから、被害者において客観的に認識

可能な損害の発生までを意図したものと評するのには無理があるといわなけ

ればなるまい。松本教授は、この部分を捉えて「被害者の主観的認識がなかっ

た場合の、損害の客観的に認識可能時として、医学的には水俣湾の魚介類の

摂食をやめた場合でも、遅くとも４年以内に水俣病が発症しうるという知見

を前提に、転居から４年の時点で水俣病による損害の客観的認識可能性が生

じた、その意味で損害が発生したと解釈するというのが、１審判決であり、

これを２審、及び上告審判決が維持したわけである（３９）」と評されるが、消

滅時効説からの規範的解釈論としてはともかく、消滅時効説の立場に引き寄

せた裁判例理解のそしりを免れないであろう。裁判例の客観的理解として妥

当でないように思われる。

最後に、【６】最判平成１８年（B 型肝炎訴訟）をみてみよう。

【６】最判平成１８年（B 型肝炎訴訟）もまた、【４】最判平成１６年（筑豊

じん肺訴訟）、【５】最判平成１６年（水俣病関西訴訟）を引用しつつ、「民法

７２４条後段所定の除斥期間の起算点は、『不法行為の時』と規定されており、

加害行為が行われた時に損害が発生する不法行為の場合には、加害行為がそ

の起算点となると考えられる。しかし、身
�

体
�

に
�

蓄
�

積
�

す
�

る
�

物
�

質
�

が
�

原
�

因
�

で
�

人
�

の
�

健
�

康
�

が
�

害
�

さ
�

れ
�

る
�

こ
�

と
�

に
�

よ
�

る
�

損
�

害
�

や
�

、一
�

定
�

の
�

潜
�

伏
�

期
�

間
�

が
�

経
�

過
�

し
�

た
�

後
�

に
�

症
�

状
�

が
�

現
�

れ
�

－３０８－

（２６）



る
�

疾
�

病
�

に
�

よ
�

る
�

損
�

害
�

の
�

よ
�

う
�

に
�

、当
�

該
�

不
�

法
�

行
�

為
�

に
�

よ
�

り
�

発
�

生
�

す
�

る
�

損
�

害
�

の
�

性
�

質
�

上
�

、加
�

害
�

行
�

為
�

が
�

終
�

了
�

し
�

て
�

か
�

ら
�

相
�

当
�

期
�

間
�

が
�

経
�

過
�

し
�

た
�

後
�

に
�

損
�

害
�

が
�

発
�

生
�

す
�

る
�

場
�

合
�

に
�

は
�

、当
�

該
�

損
�

害
�

の
�

全
�

部
�

ま
�

た
�

は
�

一
�

部
�

が
�

発
�

生
�

し
�

た
�

時
�

が
�

除
�

斥
�

期
�

間
�

の
�

起
�

算
�

点
�

と
�

な
�

る
�

」（傍点－

筆者）と説示したのち、「① 乳幼児期に B 型肝炎ウイルスに感染し、持続

感染者となった場合、セロコンバージョンが起きることなく成人期（２０～３０

代）に入ると、肝炎を発症することがあること、② 原告 X４は、昭和２６年

５月生まれで、同年９月～昭和３３年３月に受けた集団予防接種等によって B

型肝炎ウイルスに感染し、昭和５９年８月ころ、B 型肝炎と診断されたこと、

③ 原告 X５は、昭和３６年７月生まれで、昭和３７年１月～昭和４２年１０月に受

けた集団予防接種等によって B 型肝炎ウイルスに感染し、昭和６１年１０月、B

型肝炎と診断されたことが認められる。そうすると、B
�

型
�

肝
�

炎
�

を
�

発
�

症
�

し
�

た
�

こ
�

と
�

に
�

よ
�

る
�

損
�

害
�

は
�

、そ
�

の
�

損
�

害
�

の
�

性
�

質
�

上
�

、加
�

害
�

行
�

為
�

が
�

終
�

了
�

し
�

て
�

か
�

ら
�

相
�

当
�

期
�

間
�

が
�

経
�

過
�

し
�

た
�

後
�

に
�

発
�

生
�

す
�

る
�

も
�

の
�

と
�

認
�

め
�

ら
�

れ
�

る
�

か
�

ら
�

、除
�

斥
�

期
�

間
�

の
�

起
�

算
�

点
�

は
�

、加
�

害
�

行
�

為
�

（本
�

件
�

集
�

団
�

予
�

防
�

接
�

種
�

等
�

）の
�

時
�

で
�

は
�

な
�

く
�

、損
�

害
�

の
�

発
�

生
�

（B
�

型
�

肝
�

炎
�

の
�

発
�

症
�

）の
�

時
�

と
�

い
�

う
�

べ
�

き
�

で
�

あ
�

る
�

」（傍点－筆者）と判示している。

ここでもまた、集団予防接種等による B 型肝炎の発症という潜伏性・遅

発性のある損害の特質から、不法行為に基づく損害賠償請求権の除斥期間の

起算点は、加害行為時に求めることができないとして、例外的に B 型肝炎

の発症時に求められている。判決文から、被害者の損害に対する認識可能性

やそれを前提とした損害賠償請求権の客観的行使可能性までを読みとること

ができないこと（４０）は、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）、【５】最判平

成１６年（水俣病関西訴訟）の場合と同様である。

前述したように、２０年の期間制限が設けられた趣旨との関連で、潜伏性・

遅発性のある損害の性質上、損害が発生する以前から損害賠償請求権の除斥

期間が進行を開始するとすれば、当該期間制限の趣旨から隔たることになる。

そこで、B 型肝炎のケースにおいても、損害が事実上発生するまでは進行を

－３０９－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
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開始しないとすることによっても、すでに考慮されている被害者側・加害者

側双方の利益要素のバランスはなお維持することができ、したがって、損害

発生時からはじめて進行を開始すると解したものとみるべきであろう（４１）。

このようにみてくると、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）、【５】最

判平成１６年（水俣病関西訴訟）、【６】最判平成１８年（B 型肝炎訴訟）は、損

害の性質上、加害行為が終了してから相当期間が経過した後に損害が発生す

る場合に、不法行為に基づく損害賠償請求権の除斥期間の起算点を例外的に

損害発生時に求めた限定的なものということができる（４２）。

さて、そこで、以上の検討をふまえて、【１】東京地判平成１８年の起算点

をみてみよう。

本件の場合、Y１の加害行為により A の死亡という損害が昭和５３年８月１４

日当日に発生している。当然のことながら、潜伏性・蓄積性・遅発性のある

損害の発生などを観念する余地はない。したがって、原則どおり加害行為時

を起算点と解することにはまったく問題がない。ただその結果、２０年の除斥

期間が経過したことにより損害賠償請求権が消滅していることになるから、

その具体的妥当性の当否は問題となろう。しかし、それはあくまで除斥期間

の適用制限の問題であって起算点固有の問題ではない。

ところが、松本教授は、死体の隠蔽により損害はいまだ顕在化していない、

遺体が発見された時がはじめて損害の顕在化した時であると指摘される（４３）。

そこでいう『損害の顕在化』は、結局のところ、損害の認識ないし認識可能

性のことを意味され、死亡という損害それ自体の発生とそれに対する認識な

いし認識可能性とを混同した議論といわざるをえないであろう。先にも検討

したように、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）、【５】最判平成１６年（水

俣病関西訴訟）、【６】最判平成１８年（B 型肝炎訴訟）をはじめ、【１】東京

地判平成１８年でも【７】東京地判平成１７年でも、『損害の顕在化』について

は「損害が事実上発生していること」あるいは「損害が客観的に現れている
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こと」を指し、損害の客観的認識可能性といった含意を込めてこの言葉が使

用されているわけではなかった（４４）。松本教授は、【１】東京地判平成１８年の

「上記の判例は、蓄積性の物質による健康被害や遅発性の疾病のように、損

害の性質上、加害行為が終了してから相当の期間が経過した後に損害が発生

する場合を前提とするものであるところ、本件殺害行為による損害は、A

の殺害時点において、既に発生しているから、上記判例には当たらず、原則

どおり、除斥期間の起算点は加害行為である本件殺害行為の時点であると解

さざるを得ない」という部分を、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）の

起算点論を事実上の損害発生時と読み誤った誤解による判示であると批判さ

れている（４５）が、前述の検討からも明らかなように、これは【４】最判平成

１６年（筑豊じん肺訴訟）の起算点論に忠実に沿った妥当な判示だったと評す

べきであろう。

また、松本教授は、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）の「なぜなら、

このような場合に損害の発生を待たずに除斥期間の進行を認めることは、被

害者にとって著しく酷であるし、また、加害者としても、自己の行為により

生じ得る損害の性質からみて、相当の期間が経過した後に被害者が現れて、

損害賠償の請求を受けることを予期すべきであると考えられるからである」

という判示部分が、松本教授ご自身の起算点論に対する実質的な根拠として

も適合的であるとされている（４６）。しかし、【１】東京地判平成１８年の事案は、

潜伏性・蓄積性・遅発性のある損害が発生する特殊な不法行為が問題となっ

ているケースではないから、それを前提に展開されているこの判示部分を

【１】東京地判平成１８年のようなケースにあてはめて考えることには問題が

あるといわなければならない。すなわち、「損害の発生を待たずに除斥期間

の進行を認めることは、被害者にとって著しく酷である」ということの趣旨

は、まさしくじん肺のような潜伏性・蓄積性・遅発性のある損害がいまだ発

生していないのに除斥期間の進行を認めることは酷だからということであっ

－３１１－民法７２４条後段の２０年を除斥期間と解する
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て、加害行為によってただちに死亡という損害が発生している【１】東京地

判平成１８年のケースにおいて、死体の隠蔽工作がおこなわれ損害の客観的認

識可能性がないことを捉えて、「損
�

害
�

の
�

発
�

生
�

を
�

待
�

た
�

ず
�

に
�

除斥期間の進行を認

めることは、被害者にとって著しく酷」（傍点－筆者）と評される点は、判

決文から離れた一つの論理の飛躍を犯しているといわざるをえないであろう。

また「加害者としても、……相当の期間が経過した後に被害者が現れて、損

害賠償の請求を受けることを予期すべきである」とは、自己の行為によって

生じうるそのような潜伏性・蓄積性・遅発性のある損害の性質上、相当の期

間経過後に損害賠償の請求を受けても著しく不合理とまではいえないであろ

うといった程度の意味であって、これまた決して損害の客観的認識可能性を

前提とした「損害賠償の請求を受けることを予期すべきである」と判示して

いるわけではないことは明らかである。

こうして、いずれにせよ、【１】東京地判平成１８年の起算点に関する判示

部分は、致し方のないものといわなければならない（４７）。

六 民法７２４条後段の２０年の期間制限の適用制限

最後に、除斥期間の適用制限の問題を検討することにしたい。

【１】東京地判平成１８年は、まず【２】最判平成元年を引用し、除斥期間

が経過している場合は、裁判所は当事者の主張がなくても請求権の消滅を判

断すべきであるから、「除斥期間を適用することが信義則に反するとか権利

の濫用であるなどの主張は、主張自体失当」と判示して、２０年の除斥期間の

適用制限を否定している。X らは、Y１自らが A を殺害し、その後約２６年間

にわたって A の遺体を自宅に隠し続け、X らの権利行使を妨げ続けたこと

を、Y１に７２４条後段の２０年の期間制限による保護を与えることが相当でない

特段の事情と捉え、除斥期間経過の主張は信義則違反または権利の濫用にあ
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たると主張したが、【１】東京地判平成１８年は X らのこのような主張を一蹴

したわけである。ただ非常に気になる点がある。それは、【２】最判平成元

年は、被上告人たる被害者らの「損害賠償請求権につき消滅時効を援用ない

し除
�

斥
�

期
�

間
�

の
�

徒
�

過
�

を
�

主
�

張
�

す
�

る
�

こ
�

と
�

は、信義則に反し、権利の濫用として許さ

れない」（傍点－筆者）とした原審判決を「被上告人ら主張に係る信義則違

反又は権利濫用の主張は、主張自体失当」として退けたのであって、【１】

東京地判平成１８年がいうような「除
�

斥
�

期
�

間
�

を
�

適
�

用
�

す
�

る
�

こ
�

と
�

が
�

信
�

義
�

則
�

に
�

反
�

す
�

る
�

と
�

か
�

権
�

利
�

の
�

濫
�

用
�

で
�

あ
�

る
�

な
�

ど
�

の
�

主
�

張
�

」（傍点－筆者）自体を、主張自体失当と

したわけではなかった。そうすると、【１】東京地判平成１８年は、【２】最判

平成元年の事案と同じく、X らによる除斥期間経過の主張に対する信義則・

権利濫用の適用可能性が問題とされていたにもかかわらず、「除斥期間を適

用すること」という「除斥期間の徒過を主張すること」よりも広い命題を立

てることにより、除斥期間に対する信義則・権利濫用の適用可能性の射程を

さらに狭めようとする意図が感じられなくもない（４８）。【１】東京地判平成１８

年は、その判示部分の直後に、【３】最判平成１０年（東京予防接種禍訴訟）

の射程を広げて解すべきではないとする判断をおこなっているが、この判断

に引きずられた感は否定できまい。

それでは、【１】東京地判平成１８年では除斥期間に対する信義則・権利濫

用の適用可能性の余地はまったくなかったのだろうか。本件の場合には、確

かに、Y１が殺害した A の遺体を自らの意思で本件自宅の床下に長い間隠蔽

していたという事情以外には、とくに特段の事情と呼べるようなものはなさ

そうである。したがって、ここでの問題は、これに基づいて、たとえ X ら

の本件訴訟の提起が遅れたことにやむをえない事情があったとしても、それ

は何ら除斥期間の経過を認めることの妨げにはならず、その制度趣旨からも、

本件で除斥期間の経過を認めることが著しく正義・衡平の理念に反する結果

をもたらすものとまではいえないかどうかを判断する問題ということになろ
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説でなぜいけないのか（石松）

（３１）



う。除斥期間は、基本的に一定の時の経過によって法律関係を確定させるた

め、被害者側の事情等をとくに考慮することなく、請求権の存続期間を客観

的、画一的に定めているものということができる。しかし、そうだとしても、

除斥期間の経過が加害者・被害者双方の事情を斟酌することにより正義・衡

平の理念に著しく反する結果をもたらすと判断しうるような場合には、法律

関係の客観的、画一的確定という除斥期間の趣旨を超えて除斥期間の経過に

よってもなお損害賠償請求権の行使は許されると解することも不可能ではな

かろう（４９）。

確かに、【３】最判平成１０年（東京予防接種禍訴訟）は、民法１５８条の法意

に照らし７２４条後段の２０年の除斥期間の効果を制限するに際して非常に厳格

な要件（四つの特段の事情）を挙げたうえで、その適用制限を認めている。

すなわち、まず第一に、「不法行為の被害者が不法行為の時から２０年を経過

する前六箇月内において心神喪失の常況にあるのに後見人を有しない場合に

は、右２０年が経過する前に右不法行為による損害賠償請求権を行使できない

まま、右請求権が消滅すること」、第二に、「その心神喪失の常況が当該不法

行為に起因する場合」であること、第三に、「被害者は、およそ権利行使が

不可能であるのに、単に２０年が経過したということのみをもって一切の権利

行使が許されないこととなる反面、心神喪失の原因を与えた加害者は、２０年

の経過によって損害賠償義務を免れる結果とな」ること、そして第四に、「不

法行為の被害者が不法行為の時から２０年を経過する前六箇月内において右不

法行為を原因として心神喪失の常況にあるのに法定代理人を有しなかった場

合において、その後当該被害者が禁治産宣告を受け、後見人に就職した者が

その時から六箇月内に右損害賠償請求権を行使した」ことなどの特段の事情

がある場合に、除斥期間の適用を排除しているわけである（５０）。

以上を要するに、【３】最判平成１０年（東京予防接種禍訴訟）は、被害者

（債権者）側には除斥期間の経過前・経過後を通して権利行使に関して何ら
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責められるべき点がないこと（第一・第四の考慮要素）、および、加害者（債

務者）側に除斥期間の経過による権利消滅を認めるのが相当とはいえない特

殊事情があること（第二・第三の考慮要素）が認められるような場合に、除

斥期間の適用を制限しているということができよう。しかし、問題は、これ

ら四つの考慮要素すべてが備わっている場合にはじめて適用制限が認められ

るのか、それともこれらの考慮要素にも適用制限に対する影響度に強弱・濃

淡があり、したがって総合的・相関的に評価、判断されるべき性質のものな

のかである（５１）。

このような観点からみると、【１】東京地判平成１８年は、ただ単に第一の

考慮要素を強調することにより除斥期間の適用制限を否定しているというこ

とになろう。そうすると、本判決は、これらの考慮要素（四つの特段の事情）

の一つでも欠けると適用制限は認められない。すべての考慮要素が具備され

なければ除斥期間の適用制限は認められないという非常に限定的な見解を

とっているということができる（５２）。しかし、容易に推測できるとおり、除

斥期間の適用制限が要請される事案で第一の考慮要素を備えた事例などはほ

とんど存在しえず、この考慮要素を重視することは、【３】最判平成１０年（東

京予防接種禍訴訟）が条理まで持ち出して適用制限を認めたこととは明らか

に背馳しているというべきであろう。

そもそも、【３】最判平成１０年（東京予防接種禍訴訟）は、除斥期間の適

用制限の一解釈技術として民法１５８条の法意に沿った判断を示しているので

あって、その判断枠組みの背後には具体的正義・実質的衡平の実現のための

信義誠実の原則あるいは権利濫用の法理といった一般条項が控えていると解

することが可能である（５３）。すなわち、そこでは、これらの一般条項による

までもなく、１５８条の制度趣旨を解釈適用することにより除斥期間の適用制

限が認められたのであり、そのことからただちに信義則や権利濫用などの一

般条項による除斥期間の適用制限までを一切否定しているとは解しえないか
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らである。【３】最判平成１０年（東京予防接種禍訴訟）が条理という言葉を

使っていることもまさにその現れとみるべきではなかろうか（５４）。こうして

信義則・権利濫用論の立場からは、除斥期間の適用制限を検討する余地はな

お充分に残っていると解されるわけである（５５）。ただし、【１】東京地判平成

１８年も正当に判示するように、「加害者自身の行為により権利行使が妨げら

れてきた場合には、民法７２４条後段の効果は生じないという趣旨を一般化」

して理解すべきではなく、やはり加害者側の事情・被害者側の事情の相関

的・総合的な評価、判断によって最終的な結論を導き出すべきことは当然と

いうべきであろう。

そこで、以上に基づいて、【１】東京地判平成１８年における加害者側・被

害者側の事情を検討してみると大体次のようにいうことができよう。まず、

X ら側の権利行使に関しては２０年の除斥期間の経過前・経過後を通して X

らには何ら責められるべき点はなかったというべきであろう。A の遺体が

発見されるまで Y１に対して損害賠償請求権を事実上行使できない一方、客

観的に権利行使可能となった段階で権利行使の一環としての仮差押手続きを

遺体発見後の DNA 鑑定で A と確認されるやただちに着手しているからで

ある。他方、本件のような Y１による A の遺体隠蔽行為は X らによる損害賠

償請求権の行使を事実上不可能にするものであり、Y１がそのような行為を

おこなうこと、それを長期間継続すればするほど、Y１自身は２０年の期間経

過によって損害賠償の義務を免れることができるようになる。このような期

間の経過にともなう加害者の利益保護という視角からみると、限界事例に近

いとはいえ、本件の場合にも除斥期間の適用制限を認めてよかったのではな

いかとも考えられる。除斥期間の適用によってもたらされるべき法律関係の

客観的、画一的確定、それにともなう法的安定性の利益を、客観的利益衡量

の見地からは、本件 Y１のように振る舞う者が享受しうるべきではないと解

することのほうが妥当ではないかと考えられるからである。そして、除斥期
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間概念がそこまで具体的正義や実質的衡平の理念を排するものとも考えられ

ないことを、あらためてここに付言しておきたい。

七 結びにかえて───残された課題

【１】東京地判平成１８年は、殺害行為と遺体の隠匿行為とを区別し、後者

を一種の継続的不法行為と捉えて起算点を遺体発見時と解し、その損害賠償

請求を認める判断を示している。しかし、これら一連の行為を一つの大きな

不法行為（継続的不法行為）と捉えることができれば、結果的には殺害行為

に基づく損害賠償請求権も２０年の期間制限にかからず請求が認められる余地

もあった。

本判決は、「殺害による不法行為と遺体の隠匿による不法行為とは、事実

経過としては一連のものであるとしても、両者は法益侵害の性質及び程度を

大きく異にするものであるから、一体的に評価することは困難であるし、既

に完了した重い法益侵害行為に引き続き軽い法益侵害行為が継続しているこ

とを理由として、前者の不法行為についての除斥期間の起算点を遅らせるこ

とは、法的安定性の観点から定められた除斥期間の制度の趣旨にも反するも

のと解される」と判示するが、加害行為をそれぞれ切り分け、法的安定性の

観点から前者について除斥期間の適用を肯定する点は、継続的不法行為論、

除斥期間の起算点論に対して重大な問題点を提示しているものと受け止める

こともできる。なぜなら、事実経過としては明らかに殺害行為、遺体隠匿行

為という一連の行為をおこなってきた加害者が殺害行為に関する損害賠償責

任についてはこれを免れうるとし、その理由として「法的安定性の観点から

定められた除斥期間の制度の趣旨」をいうが、これはおよそ説得的とは考え

られないからである。本件の場合に関していえば、殺害行為の当人が自宅床

下に遺体を隠蔽したのであるから、殺害行為と遺体隠匿行為とが密接不可分
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の関係にあることは明らかである。そうである以上は、両者の法益侵害の性

質や程度の差異を理由として一体的な評価を避けるべき合理的理由はなかっ

たのではないかとも考えられるからである（５６）。

このように、民法７２４条後段の２０年の期間制限に関しては、なお解決を迫

られている新しい問題が生起している。しかし、このような問題をいかに考

えるべきかは、結局のところ、７２４条後段の２０年の期間制限の法的性質論と

いうよりも、むしろその制度趣旨をどのように解するかにかかっているよう

に思われる。もしかりに本稿で確認したような趣旨から７２４条後段の２０年を

除斥期間と解することにより諸々の問題の法的処理が支障をきたしていると

すれば、再考の必要があろう。しかし、本稿で検討したことからも明らかな

ように、いま現在、その必要はないものと考えている。

（２００７年（平成１９年）６月２０日稿）

（１）本判決については、橋本秀史「生死不明であった死亡被害者の遺族による加

害者に対する不法行為に基づく損害賠償請求と除斥期間の適用」判例時報１９４６

号（２００６年）３頁以下（以下、橋本「除斥期間の適用」として引用）、同「民

法７２４条後段の除斥期間の適用制限及び起算点の法解釈」判例地方自治２８８号

（２００７年）９０頁以下（以下、橋本「法解釈」として引用）、塩崎勤「裁判例分

析」民事法情報２４５号（２００７年）６５頁以下のほか、松本克美「民法７２４条後段の

『不法行為の時』と権利行使可能性－筑豊じん肺訴訟最高裁２００４年判決の射程

距離－」立命館法学３０７号（２００６年）１４８頁以下、とくに１６８～１７０頁（以下、松

本「『不法行為の時』」として引用）、同「後発顕在型不法行為と民法７２４条後段

の２０年期間の起算点－規範的損害概念の提唱及び公訴時効との異同につい

て－」立命館法学３１０号（２００７年）４２４頁以下（以下、松本「後発顕在型不法行

為」として引用）に本判決に対する詳細な分析がある。

（２）なお、民法７２４条後段の２０年の期間制限の法的性質については、拙稿「民法

７２４条後段の２０年の期間制限に関する判例研究序説（１）、（２）、（３・完）－性質論

を中心として－」岡山商科大学法学論叢２号４２頁以下、同３号１１１頁以下、同

４号８３頁以下（１９９４～１９９６年）（以下、拙稿「判例研究序説」として引用）、起
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算点については、拙稿「民法７２４条の『不法行為ノ時』の意義」岡山商科大学

法学論叢５号（１９９７年）６５頁以下（以下、拙稿「『不法行為ノ時』」として引用）、

同「民法７２４条後段における２０年の除斥期間の起算点に関する一考察－ハンセ

ン病訴訟熊本地裁判決および筑豊じん肺訴訟最高裁判決を機縁として－」香川

法学２５巻１・２号（２００５年）５１頁以下（以下、拙稿「除斥期間の起算点」とし

て引用）、適用制限については、拙稿「除斥期間の経過と信義則に関する一考

察」岡山商科大学法学論叢１号（１９９３年）５３頁以下（以下、拙稿「除斥期間の

経過と信義則」として引用）などにおいて検討を試みたことがある。本稿で主

張する内容は、以上においてこれまでに主張してきたことと基本的に異なると

ころはない。消滅時効説が有力に主張されている今日（わけても、松本克美「民

法７２４条後段『除斥期間』説の終わりの始まり－『除斥期間』説に基づき判例

を〈統一〉した最判８９年の再検討－」立命館法学３０４号（２００６年）３１６頁以下（以

下、松本「終わりの始まり」として引用））、解釈論として除斥期間説でなぜい

けないのかをあらためて論じる次第である。

（３）本件では、X らは、B 小学校を設置する Y２（東京都足立区）を相手どり、安

全配慮義務違反に基づく損害賠償も請求していたが、本判決は、Y２は A に対す

る安全配慮義務に違反しているとはいえない。また、もし安全配慮義務に違反

していたと仮定したとしても、１０年の時効期間の経過により消滅しているとし

て、その請求を退けている。この点に関しては、本件の場合、実質的にも理論

的にもとくに問題となりうる点はないように思われる。したがって、２０年の期

間制限をめぐる問題を扱おうとする本稿の目的からも、以下では、Y１に対する

判旨部分を紹介、検討するにとどまっていることをあらかじめお断りしておく。

（４）もっとも、７２４条後段の２０年の期間制限の起算点においても損害に対する客

観的認識可能性の視点を重視する立場からは、このような評価に対しては当然

異論もあろう。松本「『不法行為の時』」１６９～１７０頁参照。なお、結論の具体的

妥当性の当否については、除斥期間の適用制限のところで検討する。

（５）なお、松本教授は、独自の損害理解から、殺害行為と遺体の隠匿行為を一体

的に把握、評価すべきであったとされる（松本「後発顕在型不法行為」４３６頁

以下）。松本教授の提唱されるこの規範的損害概念については後に検討する。

（６）下級審裁判例においてはもちろんのこと、その後、最判平成２年３月６日裁

判集民事１５９号１９９頁、最判平成１０年６月１２日民集５２巻４号１０８７頁などにおいて

も除斥期間説は維持されている。判例状況については、とりあえず、拙稿「除

斥期間の起算点」とくに６１頁以下参照。

（７）理論状況については、松久三四彦「民法７２４条の構造－１期間２起算点の視

角－」星野英一先生古稀祝賀『日本民法学の形成と課題 下』（有斐閣・１９９６年）
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９９５頁以下（以下、松久「７２４条の構造」として引用）、采女博文「民法７２４条後

段をめぐる学説の動向について－ハンセン病訴訟と時効－」鹿児島大学法学論

集３６巻１号（２００１年）１頁以下（以下、采女「学説の動向」として引用）など

参照。

（８）たとえば、松本「『不法行為の時』」１４８頁以下、同「終わりの始まり」３１６頁

以下、３３４頁など。なお、松久「７２４条の構造」９９５頁、１０２１頁、１０２３頁も参照。

（９）以下の叙述については、拙稿「判例研究序説（１）」８４頁以下、同「判例研究

序説（２）」１３２頁以下、１３７頁以下、同「判例研究序説（３・完）」１０７頁以下、同

「除斥期間の起算点」９０～９２頁など参照。筆者は、これらのなかで、すでに除

斥期間説の実質的論拠を積極的に検証するとともに、消滅時効説の問題性を検

討、指摘した。なお、竹野巌生「７２４条後段の期間制限と例外的判断－除斥期

間概念の相対性と、消滅時効との類似性の観点から」北大法学研究科ジュニア・

リサーチ・ジャーナル７号（２０００年）３９頁以下、とくに４３～５３頁、手塚一郎「民

法７２４条後段の法的性質（４）、（５）－判例の潮流と除斥期間説の再評価を中心に」

早稲田大学大学院法研論集１０７号（２００３年）とくに２５０頁以下、同１１１号（２００４

年）とくに３２３頁以下などにも詳細な検討がある。

（１０）後述するように、潜伏性・蓄積性・遅発性のある人身損害の場合に限って例
ヽヽヽ ヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽヽ

外的にこの抽象的、一般的な権利行使可能性が損害の発生という形で後景から

前面に姿を現してくることになるわけであるが、しかし、これを捉えて損害の

客観的認識可能性までを指しているとみることは到底できないであろう。高橋

眞「判例評釈」判例評論５５３号（２００５年）４３頁（判例時報１８７９号）、吉村良一「判

例批評」民商法雑誌１２８巻３号（２００５年）４０３頁、采女博文「戦後補償裁判と除

斥期間概念」原島重義先生傘寿『市民法学の歴史的・思想的展開』（信山社・

２００６年）５７０頁（以下、采女「戦後補償裁判」として引用）など参照。

（１１）河野信夫「判例解説」法曹時報４３巻７号（１９９１年）１２３～１２４頁参照。ところ

で、橋本「法解釈」１０６頁は、損害発生時説（権利侵害時説）の立場から、こ

のような解釈論を「推測論」、「即断論」によるものとして厳しく批判される。

しかしながら、本文でも指摘したように、被害者救済という考慮要素をさらに

付加的に強調される理由については「損害の公平な分担」という不法行為損害

賠償制度の趣旨以外にはとくに説明されない一方（しかしこれも「被害者の保

護・救済」という考慮要素を７２４条の期間制限の場面で繰り返し述べているに

すぎないように思われる）、被害者の保護・救済の視点を７２４条後段そのものの

適用に際して総合的、相関的に斟酌しながら適用しようと意図している、適用

制限の余地を前提とした除斥期間説、起算点の二元的構成説（原則＝加害行為

時、例外＝損害発生時）に対して、被害者救済を無視した不当な見解であると
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指摘されるのはあたらないように思われる。

（１２）松本「終わりの始まり」３２２頁、３２４頁、３２６頁、３３４頁、３３５頁など。松本教

授は、７２４条後段の解釈に際して除斥期間説は歴史的事実を無視し法文を離れ

た恣意的解釈を展開していると指摘されるが、除斥期間説は、歴史的・比較法

的な沿革、立法の経緯（立法者意思）、文言解釈といった形式論的な観点から

の考察をも踏まえたうえでの解釈論である。したがって、もしかりに目的論的・

実質論的な解釈をさほど重視されるのではない立場からにせよ、本稿で展開さ

れているような除斥期間説について、立法経緯や歴史的・比較法的な沿革に沿

わない解釈論はすべて恣意的解釈であるとまで評されるのでもないとすれば、

松本教授の指摘されるような独断的との批判はあたらないように思われる。潮

見佳男『不法行為法』（信山社・１９９９年）２９６頁以下、拙稿「『不法行為ノ時』」

１０８頁以下参照。

ただし、松本教授も、まったく目的論的・実質論的な解釈論を展開されない

わけではない。たとえば、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）が述べる〈被

害者にとって著しく酷〉、〈加害者は予見すべき〉という部分を実質的理由づけ

として重視されているからである。しかし、この箇所は、本文でもみたように、

潜伏性・蓄積性・遅発性のある損害の性質上、その損害が発生する前に除斥期

間が進行を開始するのはいかにも不合理であるという趣旨から判示されている

部分にすぎないことは明らかであって、これを起算点論のみならず法的性質論、

期間制限論のところでもそれぞれの理由づけとして活用される点で、無理があ

るといわざるをえない。

（１３）ちなみに、過去の裁判例を分析してみると、除斥期間の経過にともない損害

賠償請求権が消滅しているとされたケースで、もしかりに消滅時効説をとった

からといって、除斥期間説に対して消滅時効説が指摘するような被害者の過酷

さがただちに回避できたと評しうるようなものは現実にはほとんど存在しない

のである。その意味において、判例状況が消滅時効説をとった場合と比して著

しい差異を生じさせるような状況にあるとはいえないことは、ここであらため

て強調しておきたい（拙稿「判例研究序説（２）」１３１～１３７頁参照）。この点は、

【１】東京地判平成１８年についても基本的に事情は変わらない。なお、松久

「７２４条の構造」９９５頁も参照。

しかし、松本教授は、訴訟上問題となっている７２４条後段関連のケースの多

くが、最高裁がとっている画一的除斥期間説（？）によると、被害者の権利行使

を一切認めないという法的構成として機能していると指摘される（松本「終わ

りの始まり」３３２～３３３頁）。信義則や権利濫用による適用制限の問題を別にす

れば、消滅時効説に立った場合ととくに違いがないことは、先に指摘したとお
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りである。翻って、問題が信義則・権利濫用による除斥期間の適用制限の可能

性の問題に収斂されるのみであるとすれば、そのとおりであろうが、しかし最

高裁も、本文でみていくとおり、非常に限られた局面ではあるが、除斥期間の

適用制限の途を実質的に開きつつあるし、また徐々にではあるが起算点に関し

ても柔軟な解釈をおこないつつあるのである。そうだとすれば、消滅時効説が

指摘するように、７２４条後段の２０年の期間制限を消滅時効と解することで信義

則違反や権利濫用がいいやすくなるということはいえても、その法的性質を、

このことからただちに消滅時効と解すべき理由にはならないように思われる。

（１４）松本「終わりの始まり」３２０頁以下、３３１頁、同「『不法行為の時』」１９２頁など

参照。しかしその一方で、松本教授は、除斥期間説、とりわけ本稿でいう【２】

最判平成元年の不当性を批判することに終始され、消滅時効説の正当性に関し

てとくに立法経緯や条文の文言といった形式的論拠を繰り返されることが多く、

積極的にその実質的根拠まで論じたりされることは少ないように思われる。こ

のようにみてくると、近時、除斥期間説、消滅時効説ともに、相手の論拠につ

いて逐一対応し、相互の間で同じ論拠について議論を重ねているかのようにみ

えて、実は別の論拠を持ち出すことにより批判し合っているという様相を呈し

ているようにもみえる。議論の進め方として問題があるのかもしれない。内池

慶四郎教授が、学説上除斥期間説が主流であった時期に消滅時効説に先鞭をつ

ける論稿のなかでそれぞれの論拠に応接する形で議論をおこないながら、より

妥当な解決策へと進むべき解釈論を展開され、現在に至っているのは、周知の

とおりである（内池慶四郎『不法行為責任の消滅時効』（成文堂・１９９３年）と

くに５０～５４頁、２６４～２７１頁参照）。あらためて自戒しておきたい。

一方で、松本教授からもまた、除斥期間説に対して明確な法的根拠を示しえ

ていないとされ、除斥期間説の実質的理由づけについても合理性がないと指摘

されている（松本「終わりの始まり」３３４頁）。本稿では、そのようなご指摘が

あらためてされることのないように気をつけ、それに応接して叙述したつもり

である。

（１５）松久三四彦「消滅時効制度の根拠と中断の範囲（１）」北大法学論集３１巻１号

（１９８０年）とくに２７１頁以下、同「時効制度」星野英一編集代表『民法講座１

民法総則』（有斐閣・１９８４年）５６７頁、５７２頁以下参照。

（１６）松本教授は、消滅時効や除斥期間の第一次的な存在理由を権利者の権利不行

使への非難性に求められ、法的安定性や立証・採証の困難の回避、権利不行使

への信頼の保護などは副次的な正当化理由にすぎないとされる（松本克美『時

効と正義－消滅時効・除斥期間論の新たな胎動』（日本評論社・２００２年）１９５頁。

また、同「『不法行為の時』」１６０～１６１頁も参照）。このことから、７２４条後段の
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２０年の期間制限についてもその正当化根拠を同様に解されるものと推測される。

しかし、そうだとすると、ここでもまた、基本的には加害行為時を起算点にと

る最高裁が限定的に損害発生時に起算点をとろうとする例外的なケースにおい

て、そこからなにゆえ権利行使可能性の要素を一般的に導き出しうるのかの疑

問が残るわけである。

これに対して、半田吉信教授は、除斥期間であろうと消滅時効であろうと妥

当しうる点として本文中の第一と第二の理由を指摘される（半田「判例評釈」

判例評論４８１号（１９９９年）２９頁（判例時報１６６１号））。

（１７）潮見『前掲書』２９６～２９７頁。

（１８）平井宜雄『債権各論Ⅱ不法行為』（弘文堂・１９９２年）１７０頁、山本隆司・金山

直樹「判例評釈」法学協会雑誌１２２巻６号（２００５年）１１２０頁〔金山執筆〕、拙稿

「除斥期間の起算点」９１～９２頁など。なお、田中宏治「判例解説」法学教室３１６

号（２００７年）１１１頁を参照。

（１９）松本「後発顕在型不法行為」４２８頁参照。

（２０）これについては、本山敦「判例研究」月報司法書士４２３号（２００６年）３８頁以

下、拙稿「判例研究」福岡大学法学論叢５１巻３・４号（２００７年）３６１頁以下が

ある。

（２１）松本「後発顕在型不法行為」４３６頁以下、４４０頁以下参照。

（２２）松本「後発顕在型不法行為」４３０頁以下参照。

（２３）松本教授は、【４】最判平成１６年（筑豊じん肺訴訟）のいう『損害の顕在化』
� � � � � � � � � � � � � �

を「その損害が客観的に認識可能な形で〈顕在化〉したことを示している」（傍

点－原文）とされ、【５】最判平成１６年（水俣病関西訴訟）の「……４年以内
� � � � � � �

に水俣病の症状が客観的に現れる」（傍点－原文）という部分からもそのよう

に解される（松本「不法行為の時」１６９頁）。しかし、これは、損害が客観的に

現れることを指しているにすぎないのであり、論理の飛躍を犯しているのでは

なかろうか。すなわち、この部分は、それくらいの期間が経過すれば、ひょっ

とすると遅発性水俣病の症状が現れるかもしれないし現れないかもしれないが、

医学的な知見から、現れる可能性が高いことから客観的には損害が現れたもの

として期間の進行を認めようという趣旨で判示されたものであって、ここから

認識可能性を導き出すのには無理があるように思われる。

（２４）松本「後発顕在型不法行為」４３０頁以下、４３３頁。橋本「法解釈」１０６頁以下
ヽヽヽヽヽヽ

も、抽象的・客観的には、損害が発生して存続しており、権利行使可能である

ことを意味しているものと解される。

（２５）宮坂昌利「判例解説」法曹時報５８巻１１号（２００４年）１９５～１９６頁、２０４頁（注

３０）参照。
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（２６）拙稿「『不法行為ノ時』」１１５頁以下、同「除斥期間の起算点」９１～９２頁参照。

（２７）松本「後発顕在型不法行為」４３２頁。

（２８）松本「後発顕在型不法行為」４３０頁、４３１頁、４３３頁など。

（２９）松本教授は、さらにこの加害行為時説を一般的に捉えて〈財産被害潜在型〉

不法行為に対しても拡張して適用しうるとされる（松本「『不法行為の時』」１６２～

１６３頁）。しかし、判決文からも明らかなように、潜伏性・蓄積性・遅発性のあ

る損害の例示は人身損害に限られており、物的損害についてまでただちに拡張

することには疑問が残る。同旨、宮坂「前掲判例解説」１９５～１９６頁、山本・金

山「前掲判例評釈」〔金山執筆〕２０４頁。

ところで、起算点に関して、関義央「不法行為による損害賠償請求権の除斥

期間の起算点について－近時最高裁判決を題材に－」千葉大学人文社会科学研

究１４号（２００７年）１５４～１５５頁は、以上のいずれとも異なる裁判例理解をされる

ようである。

（３０）松本「後発顕在型不法行為」４３２～４３３頁。

（３１）松本「後発顕在型不法行為」４３２頁。

（３２）松本「後発顕在型不法行為」４３２～４３３頁。

（３３）松本「後発顕在型不法行為」４３０頁。

（３４）大阪高判平成１３年４月２７日判例時報１７６１号３頁、訟務月報４８巻１２号２８２１頁。

（３５）大阪地判平成６年７月１１日判例時報１５０６頁５頁、判例タイムズ８５６号８１頁、

訟務月報４１巻８号１７９９頁。

（３６）松本「後発顕在型不法行為」４３４～４３５頁。

（３７）長谷川浩二「判例解説」法曹時報５８巻１０号（２００６年）２７９頁の（注４５）参照。

（３８）高橋「前掲判例評釈」４３頁、吉村「前掲判例批評」４０３頁、大塚直「水俣病

関西訴訟最高裁判決（最二小判平成１６年１０月１５日）の意義と課題」判例タイム

ズ１１９４号（２００６年）９９頁参照。

（３９）松本「後発顕在型不法行為」４３５頁。

（４０）松本「『不法行為の時』」１７９頁参照。

（４１）２０年の期間制限においては当初から、被害者の損害に対する主観的認識可能

性はもちろんのこと、客観的認識可能性といった要素もことごとく後景に退い

ているということは、起算点が例外的に損害発生時に求められたからといって、

基本的に変わるわけではない。

（４２）田中「前掲判例解説」１１１頁参照。

（４３）松本「『不法行為の時』」１６９頁、同「後発顕在型不法行為」４３６頁。

（４４）松本教授は、『損害の発生』を『損害の顕在化』と読みかえ、それをさらに

『損害の客観的認識可能性』と解されるが、最高裁判例の判示部分からこのよ
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うな『損害の客観的認識可能性』という要素を読みとることにはかなり無理が

あるのではなかろうか。というのも、最高裁判例は、客観的な損害の発生ある

いは事実上の損害の発生という意味で『損害の顕在化』としての『損害の発生』

をいっていると理解すれば正しいであろうが、『損害の顕在化』として『損害

の客観的認識可能性』までを意図する趣旨で『損害の発生』をいっていると理

解すれば、原則として加害行為時説を堅持している最高裁が、特殊例外的な場

面に限って損害発生時説をとるというとき、客観的な損害の発生や事実上の損

害の発生の段階を通り超して、いきなり『損害の客観的認識可能性』の段階に

まで踏み込んだというには、一つの飛躍があるのではないかとみうるからであ

る。松本「後発顕在型不法行為」４３０頁、４３１頁以下、４３６頁以下など参照。

（４５）松本「後発顕在型不法行為」４３６頁。

（４６）松本「『不法行為の時』」１６９～１７０頁。

（４７）塩崎「前掲裁判例分析」６６頁二段目参照。

（４８）橋本「法解釈」９５頁参照。

（４９）松本『時効と正義』とくに２４３頁以下、３１２頁以下、３５３頁以下、３６４頁以下、

３９１頁以下、４０２頁以下、采女博文「判例研究」鹿児島大学法学論集２６巻２号

（１９９１年）とくに１８５頁以下、大村敦志「判例評釈」法学協会雑誌１０８巻１２号

（１９９１年）２１３２～２１３３頁、拙稿「除斥期間の経過と信義則」５３頁以下など多数。

この点の学説状況については、采女「学説の動向」１頁以下を参照。なお、不

法行為被害者の救済の視点から信義則・権利濫用による７２４条後段の２０年の期

間制限の適用制限を探ろうとする、原田綾「不法行為損害賠償請求権の期間制

限について－被害者保護の視点による検討の試み（３）－」早稲田大学大学院法

研論集９６号（２０００年）２５４頁以下も参照。

（５０）その一方で、加害の悪質性や被害の甚大さといった要素は、除斥期間の適用

制限の場面では考慮要素とされていない。これは、戦後補償裁判においてしば

しばみられる承認し難い硬直的な理解によるものというべきであろう。たとえ

ば、広島地判平成１４年７月９日判例タイムズ１１１０号２５３頁参照。その不当性に

ついては、采女「戦後補償裁判」とくに５５５～５５６頁参照。

（５１）なお、橋本「除斥期間の適用」７頁以下は、権利者の主観的事情ではなく、

客観的事情によって権利行使ができない場面で期間が経過し、かつ、それにと

もなう効果を認めることが著しく正義・公平の理念に反するような場合に除斥

期間の適用制限を認めることは、除斥期間の制度趣旨からも許されるとされた

うえで、除斥期間の効果を制限すべき特段の事情について設例ごとに事細かに

要件を洗い出して検討、判断されている。しかし、その際、民法上の時効停止

規定、たとえば、１５８条、１５９条、１６１条などの規定の法意に基づいて除斥期間
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の適用制限を理論構成することを主張される点で、裁判例と同様、厳格な姿勢

をとられているものといえよう（橋本「法解釈」９１～９２頁、９８頁以下も参照）。

しかし、その一方で、条理による除斥期間の適用制限をまったく否定されるわ

けでもないようである（橋本「法解釈」９７頁も参照）。

（５２）春日通良「時の判例」ジュリスト１１４２号（１９９８年）９０～９１頁（同『最高裁時

の判例平成元年～平成１４年Ⅱ私法編（１）』（２００３年）２５７～２５８頁所収）、同「判

例解説」法曹時報５３巻５号（２００１年）２５８頁以下、匿名「最高裁判例紹介」法

律時報７０巻１３号（１９９８年）２３４～２３５頁、永谷典雄「判例解説」みんけん４９７号

（１９９８年）５０頁以下など参照。この点に関連して、中国人強制連行・強制労働

訴訟である福岡高判平成１６年５月２４日判例時報１８７５号２頁を分析される、采女

「戦後補償裁判」とくに５５８頁以下を参照。采女教授は、このような限定的見

解に対し疑問を呈されている（５５９～５６０頁）。

（５３）采女教授も、民法１５８条は信義則と異質のものではないとされる（采女「学

説の動向」３９頁）。【３】最判平成１０年（東京予防接種禍訴訟）における河合伸

一裁判官の意見および反対意見（民集５２巻４号１０９３頁以下）も参照。

（５４）以上につき、拙稿「判例研究」岡山商大論叢３５巻１号（１９９９年）１９７頁以下、

とくに１９１頁参照。

（５５）なお、ドイツでは、早い段階で信義則との関連で消滅時効と除斥期間の図式

的峻別論は克服されている。采女博文「除斥期間と信義則（一）、（二・完）－ド

イツの裁判例の検討」鹿児島大学法学論集２７巻１号（１９９１年）１２３頁以下、同

２号（１９９２年）１３９頁以下、拙稿「ドイツにおける『除斥期間の濫用的主張の

不許容』理論について」岡山商科大学法経学部創設記念論集『現代法学の諸相』

（法律文化社・１９９２年）１２１頁以下参照。

（５６）松本「後発顕在型不法行為」４３８～４３９頁。なお、橋本「除斥期間の適用」３

頁以下参照。

－３２６－

（４４）


